
土砂災害を防ぎ、

豊かな水を育む森

・土砂流出防止 ・水質浄化
・二酸化炭素吸収
・水源涵養 ・洪水緩和 等

しなやかで、

生命があふれる川

・水量調整 ・水質浄化
・二酸化炭素貯蓄
・レクリエーション 等

災害に強く魚湧く海

・漁業 ・海岸防護
・水質浄化・観光
・レクリエーション等

生命の恵みを活かし

安全で豊かな暮らしを育む里

･洪水防止 ・河川流量安定
・土砂崩壊防止 ・地下水涵養
・やすらぎ 等

各地域の自然の恵みに支えられ、
安全で豊かに暮らせる都市

恵み
（生態系サービ

ス）
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私たちの暮らしを支える 森・里・川・海

第４章
脱炭素社会の構築を見据えた

長期大幅削減に向けた基本的考え方
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炭素生産性の向上

• パリ協定に2℃目標が盛り込まれ、炭素投入量（GHG排出量）が世界全体で残り１兆トン
に限られる中で一定の経済成長を続けていくには、少ない炭素投入量で高い付加価値を生み
出し、炭素生産性（炭素投入量当たりの付加価値）を大幅に向上させなければならない。

• そのためには、「量ではなく質で稼ぐ経済」への転換が重要となる。

GDP・付加価値

炭素投入量(温室効果ガス排出量）
炭素生産性 ＝

パリ協定に2℃目標が盛り込まれ、炭素投入量が残り１兆トンに限られる中で一定の経済成長を続け
ていくには、少ない炭素投入量で高い付加価値を生み出し、炭素生産性（炭素投入量当たりの付加価
値）を大幅に向上させることが不可欠。高い炭素生産性を実現できる国が持続的な経済成長を実現
できると考えられる。
既に、我が国を含めて先進国を中心に炭素投入量を削減しながらGDP成長が起きる「デカップリン
グ」が観察されているが、今後はその動きを加速させる必要。
「炭素生産性の大幅な向上」のためには、以下の取組が必要と考えられる。

【炭素生産性の分子】炭素投入量の増加を伴わずにGDP・付加価値を増加させることが可能とな
るよう経済の体質改善が必要。具体的には、一般的に炭素投入量の増加を伴う財・サービス供給
の量的拡大に頼るのではなく、財・サービスの高付加価値化によって質で稼ぐ構造を追求するこ
とが、「デカップリング」を加速化させる上で重要。（高付加価値化に際しても炭素投入の増加はゼロではないことに留意が

必要。量的拡大との相対的な評価。）

【炭素生産性の分母】炭素投入量の削減のための取組（再エネ・省エネ・都市構造対策等）を、
更に強化しなくてはならない。

今後は投入量に上限

2050年には、GDPを約1.2倍以上（2020年の政府目標である600兆円以上と仮定）、炭素投入量を80%減（５分の１）とする
と、我が国の炭素生産性は現在の6倍以上と大幅な向上が必要。

75

経済成長の「量から質へ」の転換

平成26年3月19日経済財政諮問会議民間議員提出資料（アンダーラインは事務局）

• 中長期的な労働制約や炭素制約に対応するためには、「量から質への転換」が共通の課題

GDP・付加価値

炭素投入量

GDP・付加価値

労働投入量

高付加価値化によっ
て「量ではなく質で
稼ぐ」を目指す点に
おいては同じ方向性

炭素生産性付加価値生産性

190国会安倍総理施政方針
演説（抄、平成28年1月）

経済が成長すれば、労働
コストは上がる。公害も発
生します。「より安く」を
追い求める、デフレ型の経
済成長には、自ずと限界が
あります。

そのリスクが顕在化す
る前に、世界が目指すべき、
新しい成長軌道を創らねば
なりません。

イノベーションによって
新しい付加価値を生み出し、
持続的な成長を確保する。
「より安く」ではなく、
「より良い」に挑戦する、
イノベーション型の経済成
長へと転換しなければなり
ません。
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OECD  「GDP per hour worked (indicator)」 UNFCCC, GHG Data, New reporting requirements, National Inventory Submissions 2016）より作成

労働生産性（付加価値生産性）と炭素生産性との関係

我が国における付加価値の状況をみると、①1990年代後半以降IT投資を始めとする資本投入の寄与が減少していること、②1970年代、80
年代と比較してTFP（※注 全要素生産性：イノベーションの指標して用いられる。）の寄与が減少していることが主な要因で付加価値が
1990年代後半以降上昇していない。
我が国のTFPの寄与について確認すると、国際比較ではTFP上昇率は無形資産投資の上昇率と相関があるが、我が国は無形資産投資の上昇率
が弱いため、TFP上昇率が弱い。 （厚生労働省「平成28年版労働経済の分析（要約）」から抜粋）

「National Accounts」、

• 1990年では労働生産性（付加価値生産性）と炭素生産性との相関は確認できなかったが、2014年に
は労働生産性が高い国は、炭素生産性が高いとの現象が観察される（因果関係を示しているわけではない）。

• 上記の現象は、労働生産性の上昇要因として、（炭素投入量の増加をあまり伴わない）無形資産のシェ
アが大きくなり、また、特に近年は、イノベーションを起こすために無形資産の役割が増加している、との指摘
(平成28年労働経済白書など）とは矛盾しないと考えられる。

（参考：為替ベース）（購買力平価ベース）

いずれもデータが存在しているOECD諸国を対象
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経済的課題解決とパリ協定への対応との関係（イメージ）
• パリ協定への対応のための気候変動対策（脱炭素化に向けた炭素生産性の大幅向上）

が、我が国の経済的課題の解決に結びつく可能性。

潜在成長率の向上（供給面）
無形資産等を活用したイノベーション
の創出（量的拡大から質的向上による
付加価値創出）※１

第4次産業革命等による効率向上※２

＜経済的課題解決の主な方向性＞
本格的な人口減少社会へ対応した付加価値生産性の

向上（労働力制約等）

潜在需要の喚起（需要面）
新分野開拓やプロダクトイノベーショ
ン（新製品・サービスの創出）によっ
て、単価を引き上げながら潜在需要を
掘り起こし※3

現預金を積み増している企業における
投資促進※4

上記利益の適切な分配（賃上げ等）※5

国際展開
新興国などの外需の取り込みによる内
需制約の打破※6

交易条件の改善（化石燃料輸入の削減、
輸出価格の向上）※7

海外所得の拡大

＜パリ協定への対応の主な方向性＞
炭素生産性の大幅な向上（炭素投入量に上限）

GDP成長と炭素投入量増加との構造的な
切り離し（炭素生産性の分子）

炭素投入を伴う量的拡大ではなく質的
向上による付加価値の創出の強化
生産効率の改善（炭素生産性の分母対策でもある。）

※質の向上に当たっての炭素投入の増加は必ずしもゼロではないことに留
意が必要。量的拡大に比べて追加炭素投入量が相対的に少ないと考えられ
るとの趣旨）

炭素投入量の削減（炭素生産性の分母）
電化促進と低炭素電源の導入、再エネ熱
の導入、関連インフラの整備【新需要創
出と生産・投資促進、国内で培った技
術・ノウハウによる外需の獲得】
高効率機器の導入【同上】
市街地のコンパクト化など交通・都市構
造対策、住宅・建築物対策【同上】
新素材などの革新的技術開発と導入・海
外展開【上記全体の不断のプロダクトイ
ノベーション等を含む】

※炭素投入量削減行動によるコスト上昇等による悪影響もあ
ることに留意が必要

「約束された市
場」と現状の延長
線上ではないイノ
ベーションの必要
性の提供

無形資産など質的
要素の重要性が高
まる

低炭素製品・サー
ビスの外需獲得、
化石燃料の輸入削
減

矢印の関係は図に示されてたも
のに限定されるわけではない。

また、地域経済については記述
していない。

※１,5 厚生労働省「平成28年版労働経済白書」など
※２,6 経済産業省「産業構造審議会新産業構造部会 新産業構造ビジョン中間整理」（平成28年4月）など
※３ 内閣府「経済の好循環実現検討専門チーム中間報告」（平成25年11月）など
※４ 内閣府平成27年版経済財政白書など
※７ 内閣府平成26年版経済財政白書など 78



東京島嶼部

南西諸島

} エネルギー収支が

エネルギー収支が

 赤字 の地域

}  黒字 の地域

凡例

付加価値に占めるエネルギー収支の割合(％)

-10%以下

-10% ～ -5%

-5% ～ -0%

0% ～

地域内総生産に対するエネルギー代金の収支の観点

出典：地域経済循環分析データベース2013（環境省）から作成

2013年では、化石燃料の輸入に
伴い約27兆円が海外に流出し、
経常収支を圧迫。
現在は原油価格の下落でその状況は緩和
されているが、将来的には原油価格の上
昇の可能性が指摘されている。

凡例
地域内総生産に対するエネ
ルギー代金の収支の比率

赤字額が10％以上

赤字額が5～10％

赤字額が0～5％

黒字

• 全国の自治体のうち95％が、エネルギー代金（電気、ガス、ガソリン等）の収支が赤字。８割
が地域内総生産の5％相当額以上、379自治体で10％以上の地域外への資金流出を招く。
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・国内に出荷される太陽光モジュールの65％が海外生産。
・ただし、太陽光のシステム費用の39％はモジュール代であるが、残りの費用やモジュー
ルの国内生産分の多くは国内に循環すると考えられる。

国内出荷
166.4万KW

海外出荷
15.0万kW

国内生産
58.2万kW

海外生産
108.2万kW

国内生産
6.5万kW海外生産

8.5万kW

JPEA「日本における太陽電池出荷量（2016年度2四半期）」
http://www.jpea.gr.jp/pdf/statistics/japan_pv_forward_h282q.pdf

調達価格等算定委員会（第25回）資料
http://www.meti.go.jp/committee/chotatsu_kakaku/pdf/025_01_00.pdf

太陽光発電のシステム費用について
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再生可能エネルギーの導入に伴う雇用創出について

出所 電源 推計時点
雇用効果
（万人）

備考

1
JPEA PV OUTLOOK 2030
２０３０年に向けた確かな歩み
（太陽光発電協会、2015年）

PV 2013 29.5

直接雇用（モジュール、パワーコンディ
ショナ、架台、工事関連、土地関連、
系統関連、運転維持関連）＋間接1次

（原材料等の中間需要によって起こる
生産波及効果）＋間接2次（誘発され

た雇用者所得のうち消費支出分の生
産）雇用を含む

2
JWPA Wind Vision Report 
～真に信頼される電源をめざして～
（日本風力発電協会、2016年）

陸上風力
2030 8.1

「JWPAビジョンV4.3」ベースに想定した

将来の風力発電の導入シナリオが実
現するものと仮定し、年別の導入コス
ト＋O&Mコストを基に推計

2050 8.9

着床式洋上
風力

2030 5.7

2050 9.9

浮体式洋上
風力

2030 5.9

2050 10.2

3

低炭素社会づくりのためのエネルギー
の低炭素化に向けた提言

（環境省低炭素社会構築に向けた再生
可能エネルギー普及拡大方策等検討
会、2013年）

PV 2030 24.9 維持管理及び設備費・工事費等に起
因するものの合計。また、国外への機
器輸出分、大規模火力における燃料
投入減による負の影響を含む。風力 2030 11.3
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・ 地域特性に応じた再生可能エネルギーの導入により、関連事業に新たな仕事・雇用が
生まれる。

我が国の気候変動関連産業の市場規模（現状）
• 我が国の気候変動関連産業（再エネ・省エネ・エコカー関連）の付加価値は年々増加し、2014

年の付加価値総額は、約11.3兆円で我が国のGDPの２％を超える。再生可能エネルギー等の
ビジネスは、今やGDPの無視し得ない構成要素になりつつある。（電気機械・電子部品産業に匹
敵する規模。炭素生産性の分母の削減要因だけでなく、分子の上昇に影響に貢献する可能性があ
る。）

• 2014年度においては、再エネ賦課金は6520億円であるが、設備投資や売電ビジネス・管理業務
等により生み出された再生可能エネルギー関連の付加価値は約2.7兆円。加えて、化石燃料の輸
入削減によって国内に帰属する付加価値は更に大きいと考えられる。

• また、気候変動関連産業の輸出額は約14兆円（輸入額は約2.6兆円）。輸出総額の約18％を
占める。

0.3%0.3%0.4%0.5%0.6%0.7%0.8%0.8%0.8%
1.0%

1.3%1.4%
1.7%

2.1%
2.3%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

気候変動関連産業の付加価値のGDPに
占める割合

1.9%
2.3%

2.3%

8.6%

13.6%

18.3%

17.0%
16.0%

16.6%

11.0%

15.4%

11.7%

16.0%
17.0%

18.2%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

気候変動関連産業の輸出額の全輸出額に占
める割合

（出典）環境省「環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」（平成28年3月）

再エネ関連 約2.7兆円
燃料電池・蓄電池 0.2兆円
省エネ関連 約5.4兆円
エコカー 約2.9兆円
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地域構造のコンパクト化

• 地域構造をコンパクト化することは、温室効果ガス排出量の削減に寄与。

地域の個性と連携を重視する「対流促進型国土」及びそのための重層的かつ強靱な「コ
ンパクト＋ネットワーク」の国土構造、地域構造の形成は、各地域の固有の自然、文化、
産業等の独自の個性を活かした、これからの時代にふさわしい国土の均衡ある発展を実
現することにつながっていく。

国土形成計画（全国計画）（平成27年8月14日閣議決定）

（出所）谷口守・松中亮治・平野全宏（2008）都市構造からみた自動車CO2排
出量の時系列分析、都市計画論文集、No.43、pp.121-126.

（出所） 中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会（第４回）
早稲田大学教授 森本氏 御提供資料
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【参考】コンパクト化と労働生産性
• 人口密度が高い地域ほど、サービス業の労働生産性（従業者１人当たり付加価値額）

が高い。
• サービス業は輸送や在庫を蓄えることが困難な産業であり、直接来店する人に対してサービ

スが提供・販売されるため（生産と消費が同時）、多くの来店者数が見込める人口密度が
高い地域はサービス業の労働生産性が高くなる。

y = 0.0004x + 4.0374

y = 0.0001x + 4.3281

2

3
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当
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値
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／
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）

人口密度（千人／k㎡）

三大都市圏

地方圏

地方圏の方が集積による労働生産性の上
昇が大きく、都市のコンパクト化による生産性
が上昇する可能性もある。
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【参考】コンパクトシティは地域の「稼ぐ力」に寄与
• 地域のコンパクト化はサービス業等の生産性の向上とともに、地域内の消費増加につながる。
• 公共交通機関の利用促進は地域住民の駅周辺での滞留時間増加につながり、滞留時間

の増加は小売販売額の増加につながる。
• 公共交通機関を骨格としたコンパクトシティの構築によって中心市街地が活性化し、域内消

費の増加につながるものと考えられる。

出所：戸田、谷口、秋元(1990)「都心地区にお
ける来街者の滞留行動に関する研究」,都
市計画論文集NO.25，pp79-84

滞留時間と小売販売額

街での滞留時間が長いほ
ど、小売販売額が多い

私用目的の交通手段別滞留時間

出所:全国都市交通特性調査（H17、平日デー
タ）より作成

1.3 

1.3 

1.2 

2.3 

2.3 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

地方中核都市圏

（中心都市40万人以

上）

地方中核都市圏

（中心都市40万人未

満）

地方中心都市圏

私用目的の手段別滞留時間（単位：時間）

自家用車 公共交通

地域のサービスレベルに関わらず中心市街地での購入を促進するのではなく、大型SCやロードサイド店と競争可
能な状態に中心市街地を変容させることが重要である。

そのためにも、公共交通機関と地域の商店等、まちの拠点との綿密な連携による相乗効果を発現させることが重要
である。超高齢化社会において、モータリゼーションの過度な進展を抑制させ、都市のスプロール化を抑制すること
につながると考えられる。

コンパクトシティと生産性

出所：内閣府「地域の経済2012－集積を活かした地域づくり
－」p188
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• コンパクトシティ（ＤＩＤ人口密度が高い）では、徒歩・自転車分担率が高く、自動車分

担率が低いため、徒歩時間が長く、日常の生活の中で、自然に運動量が多くなると考えら
れる。
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都市構造と運動量

出所：国勢調査、平成22年全国都市交通特性調査

運動量（徒歩時
間）が増加

コンパクトシティ
では徒歩や自転車
が増加

自動車利用は減少
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世界全体での排出削減

○海外削減の施策例：二国間クレジット制度（Joint 
Crediting Mechanism：JCM）

• JCMの構築・実施により、2030年度までの累積で5千
万～１億tCO2の国際的な排出削減・吸収量を目指し
ている。

• トータルの経済性での評価が定着されてきた国・技術
では、速やかに民間ベース案件を促進するため、設備
補助以外の支援形態（リース補助、出資、ADBを活用
したツーステップローン等）により、民間主導のJCMを
促進し、将来的には 民間資金による事業展開へとつ
なげていく。

○サプライチェーン全体での排出量削減

• 企業で作られた製品が私たちに届き、廃棄されるまで
の一連の流れ（サプライチェーン）で発生する温室効
果ガス排出量を把握することが重要

• 多様な事業者による連携取組の推進などのより効果
的・効率的な削減対策や、透明性を高め、環境格付の
向上等を図ることが可能と考えられる

• さらに、我が国の技術やノウハウの普及にも資するも
のと考えられる

出所：Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting and Reporting Standard(2011)をもとに作成

• 我が国の有する優れた技術を積極的に海外展開することは、世界全体での温室効果ガス
技術の削減につながる可能性。

• 企業のライフサイクルでの削減についての貢献を「見える化」する取組は、技術やノウハウの普
及にも資するものと考えられる。

• 国内における大幅削減を達成すること大前提であり、それにより蓄積した技術・ノウハウ・制
度等の蓄積によって、長期にわたる海外への貢献が可能となる。
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＜国別温室効果ガス排出量（1990・2010年）＞

（出所）IEA “CO2 Emissions From Fuel Combustion (2016 Edition)”より作成
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我が国の温室効果ガス排出量

• 2010年における日本の温室効果ガス排出量は世界5位

※CO2 Otherを除く。



＜国別温室効果ガス排出量（1990・2010年）＞

（出所）IEA “CO2 Emissions From Fuel Combustion (2016 Edition)”より作成
89

我が国の温室効果ガス排出量（EU加盟国を統一）

• EU加盟国を一つの地域と考えた場合、日本より排出量の少ない国々を合わせた総排出量
（日本を含む）は全世界の約４割となる

※CO2 Otherを除く。

（出所）「2015 年度の温室効果ガス排出量（速報値）」及び「地球温暖化対策計画」から作成

累積排出量の考え方について

累積排出量を
より小さくしながら

脱炭素社会を目指す

排出量
（億トンCO2換算）

2030年度
13年度比
26%減

2020年度
05年度比
3.8%減

12.66
億トン

13.93
億トン

2013年度
14.05
億トン

2015年度
（速報値）
13.21
億トン

今世紀後半に温室効果
ガスの人為的な排出と
吸収のバランスを達成

80%減
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インフラ等のロックイン回避

• インフラのうち、温室効果ガスの多量排出を招き得るものは、一度整備されると排出量が高
止まり（ロックイン）するとともに、その影響が長期にわたって生じる。

【環境面】
1人当たりの自動車CO2排出量は、宇
都宮市の方が1.7倍高い。

都市構造（市街地の拡散）が社会に及ぼす影響

（出所）平成27年版環境白書

同じ発電量当たりのCO2排出量は、石炭はLNGの約2倍

石炭火力の設備容量の推移（2017年２月時点）

・ 現在計画中の石炭火力がすべて計画通り建設されると、2030年度の
エネルギーミックスから推計される設備容量（約4600万kW）を大幅に超える。

・ 石炭火力は一度建設されると長期的に稼働・排出を行う可能性が高い。

エネルギーミックスから
推計される設備容量

約4600万kW（2030年度）

91

約4900万kW
（2013年度実績値）

既設＋計画中の石炭火力の
設備容量推計（2030年度）

※推計値：2017年2月現在公表されている石炭火力以外新設計画はないものとし、運開後45年で廃止
したものとして推計（2013年度以降で運開後45年以上経過しており、かつ2017年1月で稼働中の発
電所は、2018年10月(2018年度)廃止として推計(計画廃止は除く。））。

※エネルギーミックスから推計される設備容量：エネルギーミックスは石炭の発電電力量を2810億kWh
（稼働率70％と設定）としているため、割り戻して計算。
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・ 新しい技術の普及には、一定の時間が必要。
・ 普及を後押しする施策により、普及が加速した事例がある。

（出所）内閣府「消費動向調査」，自動車検査登録情報協会「ハイブリッド車・電気自動車の保有台数推移表」，「 車種別（詳細）保有台数表」，
資源エネルギー庁「エネルギー白書」，内閣府「住宅・土地統計調査」より 作成

【ハイブリッド自動車保有台数の推移】

（年度末）

【住宅用太陽光発電導入量の推移】【薄型テレビ保有数量の推移】

（年度末）（年度末）

家電エコポイント・地上デジタル対応TV
（2009～2011）

余剰電力買取制度
（2009～2012） 固定価格買取制度

（ 2012 ～）

エコカー減税・グリーン化特例
（2009～）

エコカー補助金
（2009～2010）
（2011～2012）

普及に要する時間の観点について
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第５章
長期大幅削減の絵姿

93

長期大幅削減の絵姿（街のイメージ）
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長期大幅削減の絵姿（家のイメージ）
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エネルギーの低炭素化・利用エネルギーの転換
• 2050年80%削減の低炭素社会を実現するためには大幅な社会変革が必要不可欠で

ある。①エネルギー消費量の削減、②使用するエネルギーの低炭素化、③利用エネルギー
の転換を総合的に進めていくことが重要である。

③利用エネルギーの転換

・ガソリン自動車から電気自動車
・暖房・給湯のヒートポンプ利用 等

電
気

熱

②エネルギーの低炭素化

・低炭素電源（再生可能エネルギー等）
の利用拡大

電気
熱

電
気

熱

①エネルギー消費量の削減

・可能な限りエネルギー需要の削減
・機器のエネルギー効率改善 等

2050年のCO2排出量

① ①③
②

②

熱電気

現状のCO2排出量

エネルギー消費量

C
O

2排
出

強
度

【2050年大幅削減の方向性】

（出所）気候変動長期戦略懇談会 96



省エネと電化

・住宅やビルなどの建物は、徹底した省エネ、使用する電力の低炭素化、電化・低炭素燃料へ
の利用転換が一般化しており、ICT(情報通信技術) も有効に利活用しながら、我が国全体
のストック平均でもゼロエミッションに近づいている。
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【民生部門のエネルギー消費量と電化率の推移】

エネルギー消費量（左軸）

電力の割合（右軸）

電力の割合（右軸）
エネルギー消費量（左軸）

（家庭部門） （業務部門他）
（1018J） （1018J）

（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成

97

住宅・建築物の省エネ

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会（第８回）東京大学 教授 野城氏 御提供資料

・耐震、耐火といった安全面に加え、断熱性が高く、光や風などの地域固有の条件を最大限
活かすなどのパッシブ設計が一般化するとともに、エネルギー利用効率が最大化された省エネ
機器が評価・選択され、一般化しており、必要最小限のエネルギーのみを利用する低炭素な
室内空間が普及している。

・こうした室内空間がそこに暮らす人々の健康性向上や快適性向上等の生活の質（QOL）
の向上に貢献している。
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停電時に暖房を使用しなかった世帯おける熱損失係数と室温の関係

・こうした建物は、断熱性、健康性、遮音性等が高く、日々の快適性や労働生産性を向上さ
せる。また、災害時において外部からのエネルギー供給が途絶えた場合でも、通信や照明、
空調等の生活に必要な最低限の需要を一定期間自給することが可能となる等強靭性も併
せ持つこととなり、安全・安心な日常生活が確保された社会が実現されている。

・建物のオーナーは、こうしたコベネフィットを享受するため、断熱改修等のリフォームを積極的に
行い、ストック建築対策がなされている。

（出典） 南雄三（2011）「ライフラインが断たれた時の暖房と室温低下の実態調査」,（財）建築環境・省エネルギー機構
CASBEE-健康チェックリスト委員会資料より作成

※1：アンケート結果一覧をもとに
作成。室温の回答に幅がある場
合は、平均値を採用。
なお、H11年基準未満の住宅のQ
値は、H4年基準レベルと仮定。

※2：青森、岩手、宮城の３県にお
いて、3月に実施した調査の結
果。
グラフには、調査戸数54件のう
ち、停電後1～5日間の室温に関し
て定量的な回答があったもののみ
を記載。なおアンケート回答より、
外気温は-5～8℃程度と推測。

【停電時に暖房を使用しなかった世帯（被災地）における熱損失係数と室温の関係】
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ライフサイクル・カーボン・マイナス住宅：LCCM住宅

（出所）今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について（第一次答申）、参考資料集、2015年1月

・新築住宅については、資材製造や建設段階から解体・再利用までも含めたライフサイクル全
体で、カーボン・マイナスとなる住宅（LCCM住宅）も普及している。

【LCCM住宅の概要及びCO2排出のイメージ】
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断熱性能向上によるコベネフィット

・既築建物などについても、断熱投資や省エネ機器・創エネ機器の導入が価格面のみならず、
快適性や健康性など多面的なコベネフィットを有するという価値が一般的になっているため、
低炭素化に資する建築改修技術の向上とともに、省エネ・創エネ投資が普及し、最大限に
低炭素化されている。

（出所）村上周三 「健康・省エネ住宅のすすめ 断熱向上による温熱環境の改善がもたらす経済的便益」，健康・省エネ住宅推進議員連盟会議

【断熱性能の向上がもたらすコベネフィット（EB・NEB）の例】
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木材の活用・活用に向けた技術開発

・地域の特性に応じた建物が一般化しており、地域木材が十分に活用されるとともに、直交集
成板（CLT）等の木質新素材の開発・普及も進められている。

【国が整備する公共建築物における木材利用推進状況】【今後住宅を建てたり、勝手利する場合に選びたい住宅】

（出所）すべて平成27年度森林・林業白書より作成。

【木材製品利用拡大に向けた技術開発】

• CLTは欧米を中心に様々な建築物の壁や床等に利用されており、

我が国においても新たな木材需要を創出する新技術として期待さ
れている。

• 木造住宅の分野では、国産材ツーバイフォー工法用部材、スギ大
径材からの心去り構造材、国産材合板によるフロア台板、高断熱
の木製サッシ等の部材等の開発・普及が進められている。

• 中大規模建築物の分野では、一般流通材を用いたトラス梁、製材
を用いた縦ログ工法、国産材合板等による高強度耐力壁等の開
発・普及が進められている。
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システム全体の省エネ

・エネルギー効率の高い機器が広く一般に普及している。また、新しい材料や技術、生産システ
ムの開発や省エネルギー型の設計を通じて、機器の省エネ化が極限まで進められている。さら
に、個々の要素技術だけではなく、それらの組み合わせや情報通信技術等を用いた要素技
術の有機的連動などシステム全体での省エネも進展している。

出所：東松島市資料より
環境省作成
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住宅建築物・機器の性能表示

・消費するエネルギーや使用する機器等が低炭素社会にどの程度貢献するものであるかといっ
た情報が分かりやすく容易に入手できるように提供されている。

・こうしたことが進んだ結果、人々はそうした情報を十分に活用して積極的に選択することで、
暮らしの中で低炭素なエネルギーや機器が広く普及している。

（出所）国土交通省（2016）「住宅・ビル等の省エネ性能の表示について：建築物省エネ法に基づく表示制度」

【住宅・建築物における性能表示例】 【機器における性能表示例】

（出所）資源エネルギー庁「省エネ性能カタログ2016年冬版」
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低炭素な行動変容

・無理、無駄のないスマートなライフスタイルが普及しており、行動科学の知見等も踏まえた低
炭素な行動変容を一人ひとりが楽しみながら自発的に実践している。

【低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）による家庭等の自発的対策】

（出所）
中央環境審議会 地球環境部会
低炭素長期ビジョン小委員会
（第６回）
住環境計画研究所
代表取締役会長 中上氏
御提供資料
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低炭素電源に対応する需要の姿
・エネルギー需要は自ら発電する再生可能エネルギーから主にまかなわれ、需要超過分のエネ
ルギーは融通又は蓄電や水素として貯蓄され、必要なときにいつでも自家消費又は融通でき
るようになっている。特に業務用施設などエネルギー需要の大きい建築物におけるエネルギー
供給については、低炭素化された電力が優先的に活用され、又は近接する建築物等から低
炭素化した電気や熱、水素等が融通されている。

・HEMS、BEMSや情報通信技術を用いつつ、電気自動車やヒートポンプ式給湯器等が活用
されるとともに、大量に導入された再生可能エネルギーの供給状況によって変動する市場の
電力価格に応じて行動するライフスタイルが定着する等して、エネルギー需要サイドとエネル
ギー供給サイドが効果的に連動した低炭素なエネルギーシステムが成立している。

電力会社における集中エネルギー･マネ
ジメントでは、供給地域全体のPV（太
陽光）発電量や電力需要量を予測して、
最適負荷配分を決定。一方、分散エネル
ギー･マネジメントは、電力会社から送
られてくる翌日の電力価格などの情報
や、電力・給湯の需要量予測、その地点
における翌日のPV発電量予測などを基
に、住・働環境の快適性を損なわない範
囲で、経済的な機器の運転計画を行う。

（出所）東京大学エネルギー工学連携研究
センター荻本研究室

【集中／分散エネルギーマネジメント】
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次世代自動車

• 乗用車ではモーター駆動の自動車が主流となっており、そのエネルギー源は低炭素化した電
力や、再生可能エネルギーにより生産される水素が主となっている。家庭で充電される電気
自動車は、充放電を通じて、電力の需給バランスの調整や災害対応に貢献している。

• 貨物車等大型車両では、燃費改善やバイオ燃料、電力や再エネ由来の水素をエネルギー
源とするモーター駆動の自動車の普及により、移動の動力源としての石油製品の消費は大
幅に削減されている。

（出所）IEA ”Technology Roadmap  -Hydrogen and Fuel Cells-”

【Well-to-WheelのCO2排出量と航続距離との関係】

電気自動車

燃料電池自動車

内燃機関

プラグインハイブリッド自動車
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セルロースナノファイバー
• セルロースナノファイバー※など軽くて丈夫な素材の普及により車両は安全性を増しながら軽

量化し、エアロダイナミクスを取り入れた車体、抵抗の少ない歯車やタイヤなどの導入、バイ
オミミクリ（生物模倣）の活用、一人乗り自動車等の開発・普及等により、効率が大幅に
向上している。 ※植物由来の素材で鋼鉄の５分の１の軽さで５倍の強度等の特性を有する

（出所）林野庁「平成27年度 森林・林業白書」

【木材からセルロースナノファイバーになるまでの過程】
【環境省 NCVプロジェクト】

(Nano Cellulose Vehicle)

（出所）環境省 「NCVプロジェクト」（平成28年12月）

【日本における主要なバイオミメティクス製品】

出典：各種資料から株式会社富士通総研作成
（出所）特許庁 平成２６年度特許出願技術動向調査報告書（概要） 108



自動運転

• ＩＣＴ技術やビッグデータの活用により自動運転が実現しており、エコドライブや渋滞のない
最適ルートの選択などが自動的になされ、安全で無駄のない移動が一般化している。

（出所）内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）自動走行システム研究開発計画（2016）

【自動走行システムの実現期待時期】
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自動運転＋電気自動車

• 自動運転化した電気自動車は、地域包括ケアシステムが構築された社会において、高齢
者が必要な時に自宅から病院等まで安全に移動できる手段となるとともに、未使用時は電
気自動車の蓄電池が電力の需給調整機能を果たすなど、高齢世帯において有効に活用
されている。

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会（第８回）
日産自動車株式会社 エキスパートリーダー 朝日氏 御提供資料

【電気自動車が生み出す新たな価値】
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ライドシェア・カーシェア

• ライドシェア等による乗車率の向上やカーシェアリングなど利用したいときだけ利用できる仕組みも
さらに普及しており、社会全体として移動手段が必要な範囲で合理的に確保されている。

【Uberのサービスイメージ】

（出所）総務省 「平成27年度 情報通信白書」

【カーシェアリング車両台数と会員数の推移】

（出所）公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団HP
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物流の効率化

• 貨物についても、生産拠点と消費地の距離の短縮化による輸送量の減少のほか、AIや
IoT技術を活用した物流の情報化や荷主の協力、積載率の向上、物流サービス利用者
の意識変革等によって、効率的な低炭素型の物流が実現している。

【ロジスティック4.0※】

（出所）経済産業省 「平成28年度 ものづくり白書」
※ ロジスティクス4.0：フラウンフォーファーIML（物流・ロジスティクス研究所）やドイツを中心とする複数の民間企業

が推進するもので、IoT を製造業の物流部門に適用するもの。 112



鉄道、船舶、航空の低炭素化

• 鉄道、航空、船舶における省エネ機能が向上し、長距離輸送など用途に応じた効率的な
利用が普及している。また、運航の効率化などの運用面での適正化、再生可能エネルギー
由来の水素やバイオ燃料の導入などの動力源の低炭素化が実現している。

【鉄道、船舶、航空の低炭素化】

（出所）国土交通省 「国土交通分野における今後の地球温暖化対策（緩和策）について」（平成27年3月） 113

公共交通機関の利用促進・モーダルシフトの推進

• 都市構造のコンパクト化による一定の範囲の徒歩・自転車の活用や効率的な輸送手段の
組み合わせ、公共交通の整備や利便性の向上、低炭素な交通機関へのモーダルシフト等
によって、人や貨物の移動は快適さを高めながら、大幅な合理化を実現している。

（出所）国土交通省 「国土交通分野における今後の地球温暖化対策（緩和策）について」（平成27年3月）

【公共交通の利用促進・モーダルシフト】
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約束された市場

・企業は低炭素型の製品/サービスの提供に取り組み、それらが普及することによって我が国の
経済成長力の向上につなげるとともに、そのような製品/サービスを国外に展開することで世界
のマーケットを獲得している。

【 IEA WEO2016における世界のエネルギー供給への累積投資額（2016-2040、10億USD2015）】

* 省エネルギー投資は、2014年の最終消費部門別の効率水準を基準とした手法による。この行に示されている省エネルギー投資額は2015年のみの値。
** 原子力とCCSが含まれる。
（出所） IEA World Energy Outlook 2016

2010-15 新政策シナリオ 現行政策シナリオ 450シナリオ

（年間） （累積） （年間） （累積） （年間） （累積） （年間）

化石燃料 1,112 26,626 1,065 32,849 1,314 17,263 691

再生可能エネルギー 283 7,478 299 6,130 245 12,582 503

電力ネットワーク 229 8,059 322 8,860 354 7,204 288

その他の低炭素エネルギー** 13 1,446 58 1,259 50 2,842 114

エネルギー供給合計 1,637 43,609 1,744 49,098 1,964 39,891 1,596

省エネルギー 221 22,980 919 15,437 617 35,042 1,402
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再エネの普及、化石燃料輸入額の減少

・再生可能エネルギーの普及により、化石燃料を購入するために国外に流出していた資金が低
炭素型製品/サービスの普及開発を行う国内企業の活動の原資となり、それがさらに世界市
場での我が国の位置づけを高めるという好循環が実現している。
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（出所） 財務省貿易統計、概況品別推移表、http://www.customs.go.jp/toukei/info/、（2016.11.16時点）
内閣府、国民経済計算（GDP統計）,統計表一覧（2016年7-9月期 1次速報値）
内閣府、国民経済計算（GDP統計）,平成12年基準（93SNA）

（注）化石エネルギー輸入額は、石炭・原油・LNGなどの化石エネルギー輸入額より、非エネルギー用途と考えられる潤滑油及びグリースを除外

【日本の化石エネルギー輸入額の推移】
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IoTによる労働生産性・炭素生産性の向上

• ICTの進展により、ペーパーレス化や在宅勤務などが一般化している。個人のライフスタイル
に応じた労働形態が可能となり、労働生産性・炭素生産性がともに向上している。

• IoTやAIなどのICT技術を活用した生産性の向上はオフィスワークのみならず、例えばものづ
くり、インフラ産業や介護福祉など、効率、安全や健康長寿といった効用をもたらしつつ、低
炭素にも資する形で展開している。

• IoTやAI等の技術の進展により、気象データが産業活動やエネルギー供給において有効に
活用され、生産性の向上を通じて低炭素社会の構築に貢献している。

（出所）産業構造審議会 新産業構造部会「新産業構造ビジョン中間整理」（平成28年4月） 117

炭素リスクの情報開示/脱炭素に向けた資金の流れ
・炭素価格が市場経済に組み込まれており、事業者の投資判断のみならず、銀行や機関投資
家の投融資判断に当たって、炭素リスクも含めた事業性の評価が一般的となっている。

・事業者は、財務情報とともに炭素情報を開示すること等が一般化しており、機関投資家から個
人投資家まで社会全体が、ESG投資などを通じ、脱炭素を念頭に大幅削減に資するよう資金
を振り向けている。

2015年4月 G20財務大臣・中央銀行総裁会合は、金融安定理
事会（FSB）に対し、気候関連課題について金融セクターがどの様
に考慮していくべきか、官民の関係者を招集することを要請。
2015年12月 FSBはマイケル・ブルームバーグ元ニューヨーク市長を
座長とする、「気候関連財務ディスクロージャータスクフォース（Task 
Force on Climate-related Financial Disclosures, 
TCFD）」設立を公表。
2016年3月 気候関連財務ディスクロージャーの目的やスコープ、
原則を明確にした「フェーズ１レポート」を公表。
2016年12月 将来へ向けた恒久的な枠組となるフェーズ2の「気
候関連の財務情報開示に関する提言」を公表、2017年2月12日
までパブリックコンサルテーションを実施中。
2017年初旬 最終版公表予定。
企業が投資家、銀行、保険会社その他関係者へ情報提供する際
に用いるための、任意で一貫性のある気候変動関連金融リスク情報
の開示を進める。

【金融安定理事会 気候関連財務
ディスクロージャータスクフォース】

【グリーンボンドの発行額（2016年5月末時点)】

（出所）環境省 グリーンボンドに関する検討会 第１回 資料４

グリーンプロジェクトに要する資金を調達するために発行される債券である
グリーンボンドの発行額は年々増加している。
気候ボンドイニシアチブ（CBI）によると2015年までの累計でグリーンボ
ンドは約1,180億米ドル発行されている。また2016年単年のグリーンボン
ド発行額は1,000億米ドルと予想されている。
起債額増加の背景には、民間企業や地方自治体等、発行体の多様化
が挙げられる。また2015年以降は、インドや中国といったアジア新興国に
おける発行額が急増している。

（出所）TCFDホームページ、Recommendations 
of the Task Force on Climate-related 
Financial Disclosures（TCFD,2016）、
及び中央環境審議会 地球環境部会 低炭
素長期ビジョン小委員会（第４回）東京海
上ホールディングス（株） 経営企画部部長
兼CSR室長 長村氏御提供資料より作成 118



革新的技術～超高効率デバイス

・超高効率デバイスがあらゆる機器に実装されるとともに、高効率な産業用ヒートポンプの活用
や低炭素なエネルギー源への転換等により、業種横断的に産業活動における徹底的な省エ
ネが実現している。

【電流変換に伴う電力損失】
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【窒化ガリウムの利用による電力損失の低減】

（出所）
左上・左下：中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会

（第６回）名古屋大学 教授 天野氏 御提供資料
右 ：中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会

（第６回）大阪大学 教授 森氏 御提供資料

【環境省 超高効率デバイスの設計・開発・検証事業】
（未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業）
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・建築物や車等に従来使用していた素材に代替する軽くて丈夫な素材の開発・普及により、ラ
イフサイクルにおけるエネルギー消費の大幅削減とともに、使用時における効率向上をも実現
している。こうした素材には高い付加価値が認められ、素材産業における我が国の強みが維
持されている。

（出所） 経済産業省 製造産業局 鉄鋼課・非鉄金属課「金属素材産業の現状と課題への対応」

革新的技術～高機能素材

【高機能素材の例】

120



都市鉱山
・我が国においても都市鉱山をはじめとする循環可能な資源の有効利用が徹底されている。
・我が国の社会インフラをはじめとする人工構造物に蓄積した資源は既に大きく、賦存する潜在的
な資源を適切に回収し、新規需要に対応するといった循環型社会が確立している。

・回収資源で賄えない輸出資材については、国際競争力の確保に留意が必要であるが、国内で
回収された循環資源に加え、各国から輸入した廃棄物が、我が国のより高度かつ低炭素な製造
工程により再生され、産業構造が全体として低炭素・循環型の産業に移行している。

【日本の鉄鋼蓄積量】

【都市鉱山】
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（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第６回）㈱三菱総合研究所 理事長 小宮山氏 御提供資料

（出所）鉄源協会 統計データより作成

【新設住宅着工戸数の実績と予測結果】

出所）実績値は国土交通省「建築着工統計」より。予測値はNRI。
出典：NRI、『2030年の住宅市場～"移動人口"の拡大が人口減少下における住

宅市場活性化の鍵に～』、2016.6.7

【世界の粗鋼生産量見通し】

（出所）IEA[Energy Technology 
Perspective 2014」より作成
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革新的技術

・エネルギー多消費産業においては、世界最高効率の技術が導入され、更に革新的技術が実装
され、エネルギーのカスケード利用が徹底されること等により、可能な限りの効率化が図られている
とともに、CCＵSの設置が順調に進み、稼働を始めている。（プロセスイノベーション）

【2050年までの世界の温室効果ガス削減のイメージ】

（出所）内閣府 「エネルギー・環境イノベーション戦略」 参考資料（2016）

革新的技術
の貢献

122



地域資源の活用

• 飲食業や観光業などのサービス産業や地域の地場産業においては、地域産材や地域固
有の資源（人材、文化財、自然環境・エネルギー、飲食、商店街、工場など）を活用し、
高付加価値化させた材・サービスを提供することにより生産性が向上している。これにより、
域外からの資金を呼び込みつつ、地域経済が循環する地域社会が実現している。

【地域活性化の切り札となる地域資源】
（地方自治体を対象としたアンケート） 【地域資源の指定と事業計画の認定の状況】

（出所）経済産業省 日本の「稼ぐ力」創出検討会 第３回 資料3 123

CO2削減診断・アドバイス

・様々な場面において省エネや創エネを実現するための診断や専門的なアドバイスを実施する
事業が発展している。

【AIを活用した法人向け省エネルギーサービス】

（出所）エネット プレスリリース

【環境省 CO2削減ポテンシャル診断事業における対策効果検証事例（診断時と対策実施後）】

（出所）環境省 平成27年度経済性を重視したCO2削減対策支援事業に係るCO2削減対策分析等委託業務 フォローアップ調査事例集124



バイオプラスチック

• 日用品の低炭素化も進んでおり、例えば、使い捨て容器の使用が大幅に削減され、バイオ
プラスチックが普及するとともに、廃棄された場合でも適正にリサイクルされることによって、ネッ
トCO2排出量はマイナスとなっている。

• 日用品等の利用において、必要最小限の高品質な製品を多くの人がシェアし、各個人は
機能・サービスを享受するスタイルが普及している。

（出所）平成23年度 環境・循環型社会・生物多様性白書

（年度） 2005 2010 2011 2012 2013 2014
PLA（ポリ乳酸） 517 2,125 2,169 2,544 3,069 3,035
バイオPE 0 55 2,188 5,951 27,025 33,209
バイオPET 0 50 80 2,819 11,875 11,916
酢酸セルロース 11,935 46,682 41,451 21,763 18,475 17,888
セロハン 9,954 12,737 12,823 11,931 11,764 12,584
澱粉 0 36 167 145 205 701
木粉・竹粉 2,340 1,199 1,403 962 828 826
その他 43 5 1 0 252 317

【バイオプラスチックの商品例】 【バイオプラスチック製品国内出荷量】

（出所）環境省 平成28年3月 温室効果ガス排出量算定方法に関する検討結果
廃棄物分科会資料より作成

（単位：トン）
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非エネルギー起源の温室効果ガスの削減

• 非エネルギー起源の温室効果ガス排出についても、省エネと環境性能の両立を図ったノンフ
ロン・低GWP製品の開発・普及や廃棄物管理の低炭素化、農林水産業における低炭素
化を通じて、排出量が大幅に減少している。

（出所）環境省・経済産業省「フロン排出抑制法の概要」（2015年1月）

【フロン類使用製品が最終的に目指すべきGWP値】
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（出所）気候変動長期戦略懇談会

【電化率の推移（最終エネルギー消費部門別）】

（出所）資源エネルギー庁 総合エネルギー統計より作成
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• 電力については、低炭素電源（再生可能エネルギー、CCS付火力発電、原子力発電）が発
電電力量の9割以上を占めている。

• あらゆる分野で電化・低炭素燃料への利用転換が進み、最終エネルギー消費の多くは電力に
よってまかなわれ、化石燃料は一部の産業や運輸等で使用されている。自家発電についてもより
低炭素な燃料への転換が進められている。

• 電力については、低炭素電源（再生可能エネルギー、CCS付火力発電、原子力発電）が発
電電力量の9割以上を占めている。

• あらゆる分野で電化・低炭素燃料への利用転換が進み、最終エネルギー消費の多くは電力に
よってまかなわれ、化石燃料は一部の産業や運輸等で使用されている。自家発電についてもより
低炭素な燃料への転換が進められている。

2050年80%削減に向けた絵姿

参考（世界全体での2050年時点の
電力に占める低炭素電源の割合）
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参考（450シナリオにおける2040年時点での
低炭素電源からの電力供給割合）

（出所）IPCC WGIII  Technical Summary Figure TS.18

（出所）IEA World Energy Outlook 2016 Figure 10.19



系統安定化
• 自家消費の上で、地域内や地域間の電力網の最適や運用改善、高度な情報システムによる

需給の制御、揚水発電などの水力発電所や低炭素化された火力発電所などの大規模調整力
の活用により、系統が安定した状態で運用されている。

• 再生可能エネルギーが大量導入された社会における安定的な電力供給のため、需給調整・周
波数調整に貢献する様々な技術（蓄電池、水素、蓄熱、デジタルグリッド等）の研究開発が
進められ、それが社会に大量に普及している。また、産業活動における電力需要も再生可能エ
ネルギーの発電地に電力を多く消費する事業が集積する等地域の状況に応じた運用がなされ、
系統への負荷が最小化されている。

電力会社における集中エネルギー･マネジメントでは、供給地域全体のPV（太陽光）発電量や電力

需要量を予測して、最適負荷配分を決定。一方、分散エネルギー･マネジメントは、電力会社から送

られてくる翌日の電力価格などの情報や、電力・給湯の需要量予測、その地点における翌日のPV発

電量予測などを基に、住・働環境の快適性を損なわない範囲で、経済的な機器の運転計画を行う。

【集中／分散エネルギーマネジメント】

（出所）東京大学エネルギー工学連携研究センター荻本研究室

【CEMS(Community Energy Management System)】

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第５回）東松島市 復興政策課長 高橋氏 御提供資料
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再生可能エネルギーの最大限の活用
• 再生可能エネルギーについては、環境負荷を低減しつつ、高効率で需要家近接型の太陽光発電

やポテンシャルの大きい風力、安定的な水力、地熱、バイオマス等の各地域の資源が最大限利用
されるとともに、海洋エネルギー発電等の実証・開発・活用等がなされている。また、地域の状況に
応じた再生可能エネルギー発電が行われ、それらが最適化された系統によって供給されている。

• 再生可能エネルギーの技術開発や大量導入による設備費低減のほか、災害からの安全も確保す
るような施工・メンテナンス等に関する工事費用の低減など、ハード・ソフトを含め再生可能エネル
ギー関連産業が価格競争力を有している。

【大規模太陽光の発電コスト推移と今後の見通し】

（出所）IRENA（The International Renewable Energy Agency, 国際再生可能エネルギー機
関）「Power to Change 2016(電力の変化)」48ページ

【陸上風力の発電コスト推移および今後の見通し】

（出所）IRENA（The International Renewable Energy Agency, 国際再生可
能エネルギー機関）「Power to Change2016(電力の変化)」68ページ
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再生可能エネルギー関連産業の普及がもたらす地域経済への影響
• 再生可能エネルギー関連産業が全国に普及し、定着することにより、地方に安定的な雇用が

創出され、国内総生産に占める割合も増加し、地域間の所得格差が小さくなっている。
【再生可能エネルギーを導入した場合の面積当たりCO2排出量】

（出所）平成26年度版環境白書 131

注：市町村単位の電力エネルギー｛太陽光（住
宅用等、公共系等）、陸上風力、中小水力（河
川部）、地熱発電｝導入ポテンシャル（設備容
量）から年間電力発電量を求めCO2換算。市町

村単位の熱エネルギー（太陽熱、地中熱）導
入ポテンシャルは熱量ベースをCO2換算。洋上

風力については、海上の風速計測地点から最
寄りの市町村（海岸線を有する）に対して送電
することを仮定して、各市町村の風速帯別の
導入ポテンシャル（設備容量）から年間電力発
電量を求めCO2換算。市町村のCO2排出量か
ら差し引いて図面を作成。CO2換算にあたり、

電力エネルギーは各地域の電力事業者の電
力CO2排出係数(トン-CO2/kWh)、熱エネルギー
は原油のCO2排出係数（トン-C/GJ）を用いて
CO2換算。

再エネ熱の活用

• 太陽熱やバイオマス、地中熱等の再生可能エネルギー熱が最大限活用される地域や再生
可能エネルギーから作られる水素を用いたコージェネレーションや都市部への供給を行う地
域など、地域の状況に応じたエネルギーシステムが成立している。

【熱利用 地中熱で大規模病院の冷暖房】 【熱利用 木質バイオマス利用の地域冷暖房＋発電】

（出所）両図とも 中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会（第３回）
日本環境ジャーナリストの会 会長 水口氏御提供資料

132



水素の活用

• 利用時又は水素製造時まで含めてCO2を排出しない水素（CO2フリー水素）が供給されて
いる。

（出所）日本ガス協会「都市ガス業界が貢献できる水素社会」 133

CCSの普及

• 一部産業における化石燃料消費や調整電源としてのほとんどの火力発電においては、CCS
やCCUが実装されている。
CCS：Carbon Capture and Storage (炭素隔離貯留） CCU：Carbon Capture and Utilization (炭素隔離利用）

【燃焼後CO2分離回収パイロットプラント（東芝）
】

【CCSにおける分離回収から貯留までの流れ】

（出所）環境省 平成26年度 図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書
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革新的技術の研究開発
• 一層の低炭素で安定したエネルギー供給体制を築くべく、産官学が連携し、長期的視点に立っ

た継続的な研究開発投資によりイノベーションを創出するなど研究開発が効率的、効果的な形
で進められている。

（出所）内閣府「「エネルギー・環境イノベーション戦略」の概要」（2016）

【削減ポテンシャル・インパクトが大きい有望な革新的なエネルギー・環境技術】
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都市のコンパクト化

• まちの魅力が継続的に向上されるよう、例えばまちのコンパクト化による徒歩や自転車での
移動の割合の増加が相まって、健康的で長寿な地域社会が築かれるとともに、「適応」も
見据えた地域産業やまちづくりにより、安全・安心な地域社会を享受できている。

（出所）国土審議会 第２回計画部会・配布資料（2014年10月24日）

【コンパクトシティの構築】
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都市における集積とイノベーションの創造

• 様々な人や情報等が交錯し、「対流」することによって、新たなイノベーションの創造につなが
るなど、積極的な生産活動が行われている。

（出所）国土審議会 第３回計画部会・配布資料（2014年11月7日）

【知の創発拠点の事例（ナレッジキャピタル）】
○梅田貨物駅を中心とした大阪駅北側において『「知」をベースに、新しい価値創りと社会変革を。』をコンセプトとして再開発
○主な施設：関西大学、大阪大学、(独)医療基盤研究所等
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脱炭素化社会、地域経済活性化、国土強靱化

• 地域ごとに自立した分散型エネルギーとして再生可能エネルギーが導入されているため、災
害が生じた際も必要なエネルギーを迅速に供給することができるなど、国土強靭化と低炭素
化で整合的な取組が進められている。

【東松島スマート防災エコタウン】

地域 お金電気

一般的な電力
地域外へ富の流出

地産地消電力
地域外への富の流出を防ぎ、

雇用も生まれる

→不安定な再生可能エネルギーを使いこなすために、大型蓄電池やデジタルグリッドで安定化

地域
電気

お金
地域

東松島地域新電力
PPS

【デジタルグリッド】

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第５回）東松島市 復興政策課長 高橋氏 御提供資料

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第３回）東京大学 特任教授 阿部氏 御提供資料

138



ヒートアイランドの緩和

• 都市部においては、エネルギー効率の向上による人工排熱の低減、水辺や緑地といった自
然資本の組み込み等によりヒートアイランド現象が緩和されるなど、快適性が増している。

（出所）環境省「ヒートアイランド対策ガイドライン平成24年度版」

【ヒートアイランド対策の模式図】【30℃以上の合計時間分布図】

（出所）環境省資料 139

農林水産部門における温暖化対策

• 農林水産業における高効率な機器、照明などの導入や、温室効果ガス排出量の少ない
施肥・水管理技術の開発や導入による適切な農地管理、飼料の転換による畜産の低炭
素化など、人と自然が持続可能な形で関わりあう社会となっている。

（出所）農林水産省生産局農業環境対策課「平成28年度予算の概要」

【農業における省資源生産・省エネ技術】
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森林の適切な保全・管理、林業の維持・発展

• 中山間地においては、森林が適切に保全・管理され、素材をはじめとする国産材の利活用
が促進されていることにより、林業が維持・発展している。こうした国産材が住宅や建築物、
道路等の社会インフラ全体に活用されている。

（出所）農林水産省「平成27年度 森林・林業白書」

【国産材の安定供給における川上、川中及び川下のイメージ】
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• 「バイオマス産業杜市」の推進（平成26年3月にバイオマス産業都市認定）
• 「自然」、「連携」、「交流」、「循環」、「協働」の５つのキーワードを踏まえ、４つのプロジェクト

を重点的に展開し、多様な事業の連携・推進により「真庭バイオマス産業杜市」を目指す。

自治体の取組事例：岡山県真庭市（バイオマス産業杜市の推進）

H27年4月稼働

バイオマス

産業杜市

真庭バイオマス

発電事業

木質バイオマス

リファイナリー事業

有機廃棄物

資源化事業

産業観光

拡大事業

【4つのプロジェクト】

高付加価値新素材
の開発など

生ごみ資源化事業と
農業との連携

バイオマスツアーや
ペレットクッキー
CLTチョコレートの
製造販売

1 2 3 4

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所

バイオマスツアーの様子

CLT（直交集成板）専用工場

← ＣＬＴ

ガス利用

堆肥利用出所：真庭市資料より環境省作成 142



自治体の取組事例：岡山県津山市（津山産クレジットと津山産品）

• 津山市で生まれた環境価値を津山産品（津山産原材料使用商品、津山製造商品、津
山を代表する商品） に付加。

• 該当商品を購入することで地域の環境や温暖化対策に貢献。

市役所

消費者

市民による太陽光発電設備等の
導入によるCO2削減努力

環境の影響に考慮した商品
カーボンオフセットの証の商品を購入することで

地域の環境や温暖化対策に貢献 環境に優しいなら
買ってみよう！

クレジットの提供 売上に基づくクレジット代金クレジットで得た資金は津山市
の環境施策の使途に限定

津山環境
倶楽部

クレジット代金寄付

商品代金
（クレジット代金）

NPO法人
エコネットワーク津山
（津山版クレジット排出削減事業

共同実施者）

パートナー協定

購買意欲

クレジット売却

クレジット代金

出所：津山市資料より環境省作成 143

自治体の取組事例：徳島県（気候変動対策推進条例）

• 脱炭素社会に向けた新たな羅針盤である『気候変動対策推進条例』

■ 「自然エネルギー」 「水素エネルギー」の最大限導入
■ 未来を守る「適応策」の本格導入 FCVの普及拡大

水素エネルギーを
条例に規定

適応策の基本方針を
条例に位置づけ

自然災害に備えた
防災･減災

気候変動に対応した
品種開発等

■ 脱炭素社会の実現に向け、「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開

新条例のポイント

■ 「脱炭素社会」 「気候変動」を条例に規定

新条例の基本理念

■ 「県民総活躍」による社会的気運の醸成
→県民、事業者が主役となる「県民総活躍」により、県を挙げて、脱炭素社会

の実現に向けた社会的気運の醸成

■ 「地域資源」を最大限活用し、地域課題の解決に貢献
→自然エネルギーや森林資源など、本県ならではの多様な地域資源を積極的に

活用するとともに、対策を通じ地域課題の解決に貢献

■ 「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開
→あらゆる政策に緩和と適応の視点を組み込み、緩和と適応の相乗効果を創出

社会的気運の醸成

■ 人材の育成と活動・交流の機会創出
■ 脱炭素型ロールモデルの情報発信・普及浸透

■ 「徳島県地球環境を守る日」の創設

■ 幼少期から体系的に環境学習を実施
■ 「カーボンオフセット」、「エシカル消費」の日常化

■ 「環境活動連携拠点」の整備
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